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１．利用者数の算出方法
○４段階推定法の概要
４段階推定法とは、将来の利用者数（交通需要）を予測する方法で、「発生・集中交通量」、「分布交通量」、「手段別
交通量」、「配分交通量」の４段階に分けて、順次予測する方法である。
本検討では、モノレールと鉄軌道は別の交通手段として取り扱うこととし、沖縄県では鉄軌道の既設路線が無く経路
が複数存在することはないため、本調査の予測は、「手段別交通量」までとなる。

ａ．発生・集中交通量の予測（第１段階）
地域区分ごとに発生する交通量、集中する交
通量を予測する。

ｂ．分布交通量の予測（第２段階）
地域区分ごとに発生した交通量がどの地域を
目的地とするか、集中した交通がどの地域を出
発したかを予測する。

ｃ．手段別交通量の予測（第３段階）
分布交通量予測で得られた各地域間の将来
の交通において、利用者がどの交通機関を利用
するかを交通機関別の時間、費用等のサービス
、個人属性等を考慮した非集計行動モデルによ
って予測する。
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ｄ．配分交通量の予測（第４段階）

機関分担予測で得られた将来の鉄・軌道利用
者が具体的にどの路線を利用するかを鉄道経
路別の所要時間、費用、混雑率等の要素を考慮
した非集計行動モデルによって予測する。
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○ 費用便益分析
費用便益分析は、事業実施によって発現する多種多様な効果のうち、貨幣換算の手法が確立さ
れている効果を対象に便益を計測した上で、事業における建設投資額等の費用と比較するもので
あり、社会的な視点からの事業効率性を評価するものである。

○ Ｂ／Ｃ
Ｂ／Ｃ（ 費用便益比（ CBR : Cost ‒ Benefit Ratio ））
は以下の式によって算出する

ここで、
B : 総便益[円]
C : 総費用[円]
である。
Ｂ／Ｃは費用（Cost）に対する便益（Benefit）の相対的な大きさを比で表すものであり、この数値が
大きいほど社会的に見て効率的な事業と評価することができる。

出典：鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル2012改訂版（国土交通省 平成24年7月）
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２．費用便益比の算出方法

C
BCBR 

（１）費用便益分析の定義、Ｂ／Ｃの算定式

鉄道評価マニュアルにおいて、費用便益分析の定義、Ｂ／Ｃの算定式は以下の通りとさ
れている。

費用便益



（２）費用便益分析の際に本調査で計測する効果
費用便益分析の際に本調査で計測する効果（便益）は、鉄道評価マニュアルで評価すべき効果項目を
基本に、貨幣換算手法がほぼ確立されている下図に示した効果（網掛け部分）を計測対象とする。

代替交通手段と比較した場合の所要時間の短縮効果

代替交通手段と比較した場合の移動費用の縮減効果

バス・自動車等の道路利用交通と比較した場合の定時性向上効果

主に自動車利用と比較した場合の疲労度軽減・運転から解放されることによる自
由度の向上

鉄道事業者の収益

競合事業者の収益

自動車交通の削減による走行時間短縮及び走行経費減少効果

自動車交通の削減による交通事故減少効果

自動車交通の削減による環境改善効果

異常気象時における道路通行規制時の代替経路確保効果

いつでも利用できる安心感・期待感

誰でも利用できることで、送迎等の心理的な負担を回避できることによる満足感

地域の知名度向上、地域住民の誇らしさ等に対する満足感

市街地や地域拠点と連絡されたインフラが存在することによる安心感や満足感

後生に引き継ぐ資産ができることによる満足感

鉄道等が運行している風景を見ることによる満足感

中心市街地の活性化、観光産業の発展

沿線土地利用の高度化、沿線住民、企業の増加 ３

利用者への効果・影響

供給者への効果・影響

社会全体への効果・影響

所要時間短縮効果

費用縮減効果

移動時間の定時性向上効果

移動の快適性向上効果

当該事業者収益

競合事業者収益

道路交通混雑緩和効果

道路交通事故削減効果

環境(NOX,CO2)改善効果

災害時の代替経路確保効果

存在効果

遺贈効果

オプション効果

代位効果

イメージアップ効果

地域連携効果

間接利用効果

波及効果
経済効果

土地利用促進効果

その他効果


